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○・放射線健康相談員設置事業 2,062 万円
○・大気浮遊じんモニタリング事業
　　 ・・・・・・・・・・・ 6,070 万円
○・看護師確保推進事業 ・・・・ 158万円
　・脳卒中センター整備事業（企業会計）
　　 ・・・・・・・・ 33億 3,985 万円
　・電子カルテシステム導入事業（企業会計）
　　 ・・・・・・・・・ 6億 4,635 万円
　・原町老人福祉センター営繕事業 832 万円
　・パークゴルフ場整備事業
　　 ・・・・・・・・・ 5億 9,605 万円

　・企業立地促進事業助成金
　　 ・・・・・・・・・ 2億 8,000 万円
　・大町地区商業共同店舗整備事業
　　 ・・・・・・・・・ 1億 9,117 万円
○・イノベーション・コースト構想推進事業
　　 ・・・・・・・・・ 1億 1,477 万円
○・仮設住宅目的外貸付事業
　　 ・・・・・・・・・・・ 1,265 万円
○・農業経営人材育成事業 ・・・ 438万円
○・セデッテかしま活用ＰＲ事業
　　 ・・・・・・・・・・・・ 163万円
○・経済交流活性化推進事業 ・・ 202 万円

○・子どもの遊び場整備事業
　　 ・・・・・・・・・ 3億 4,499 万円
○・鹿島児童クラブ整備事業
　　 ・・・・・・・・・ 1億 6,848 万円

一
般
会
計
当
初
予
算
の
概
要

平成27年度　一般会計予算の概要

最重点方針１「復興事業の優先的実施」
〈一般会計546.0億円、特別会計3.3億円〉

最重点方針２「避難指示区域の再生」
〈一般会計56.3億円、特別会計1.2億円〉

重点方針１
「地域の絆づくりと安心生活の再生」
〈一般会計40.1 億円、企業会計39.9 億円〉

重点方針３
「若い世代の定住の促進」
〈一般会計20.2 億円、特別会計8.7 億円〉

重点方針２
「未来を担う人を育む環境の充実」
〈一般会計43.7 億円〉
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　・除染の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・377.0 億円
　・災害公営住宅整備事業４事業　 ・・・・・・・ 18億 0,182 万円
　・渋佐・萱浜工業用地造成事業（第１期）　 ・・・・・・ 8,765 万円
　・植物工場整備事業　 ・・・・・・・・・・・・ 18億 1,793 万円
○・農林水産業復興計画推進事業 ・・・・・・・・・・ 1,094 万円
○・農業水利施設等保全再生事業 ・・・・・・・・ 1億 9,800 万円

○・防犯カメラ設置事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 2,207 万円
　・災害公営住宅整備事業３事業　 ・・・・・・・・ 4億 5,736 万円
○・小高区小中学校再開事業 ・・・・・・・・・・・・ 8,337 万円
○・小高北部簡易水道整備事業（特別会計） ・・・・ 1億 1,807 万円
　・旧警戒区域内店舗営業報奨金交付事業　 ・・・・・・・ 2,200 万円
○・小高区仮設店舗開設事業　 ・・・・・・・・・・・・ 2,237 万円
○・小高区復興拠点整備事業　 ・・・・・・・・・・・・ 5,991 万円

○は拡充事業拡

○は拡充事業拡

○は新規事業新

○は新規事業新

○は新規事業新

○は新規事業新

○は新規事業新
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○・ＩＣＴ利活用教育推進事業
　 ・・・・・・・・・・・・ 1,044 万円
○・学習塾等と連携した学力強化推進事業
　　 ・・・・・・・・・・・ 2,061 万円
○・スーパーティーチャー招へい事業
　　 ・・・・・・・・・・・・ 962万円

拡

新

新
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○
南
相
馬
市
東
日
本
大
震
災
に
よ

る
津
波
被
災
者
に
対
す
る
固
定
資

産
税
の
減
免
に
関
す
る
条
例
制
定

に
つ
い
て

　

津
波
被
災
区
域
に
お
け
る
固
定

資
産
税
の
課
税
免
除
等
を
規
定
す

る
地
方
税
法
附
則
第
55
条
の
規
定

が
平
成
26
年
度
で
廃
止
さ
れ
る
こ

と
に
伴
い
、
平
成
27
年
度
の
津
波

被
災
者
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の

負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
新
た
に

条
例
を
制
定
す
る
も
の
。

【
主
な
内
容
】

⑴
全
額
減
免
の
対
象
と
な
る
土
地

及
び
家
屋
（
第
３
条
第
１
項
関

係
）

　

①
津
波
に
よ
り
区
域
の
全
部
又

は
大
部
分
に
お
い
て
家
屋
が

滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
区

域
に
所
在
す
る
土
地
及
び
家

屋
。

　

②
津
波
に
よ
る
浸
水
、
土
砂
の

流
入
等
に
よ
り
区
域
の
全
部

又
は
大
部
分
の
土
地
に
つ
い

て
従
前
の
使
用
が
で
き
な
く

な
っ
た
区
域
に
所
在
す
る
土

地
及
び
家
屋
。

⑵
１
／
２
減
免
の
対
象
と
な
る
土

地
及
び
家
屋
（
第
３
条
第
２
項

関
係
）

　

①
平
成
26
年
度
に
お
い
て
１
／

２
減
額
課
税
土
地
等
で
あ
っ

た
も
の
。

　

②
平
成
26
年
度
に
お
い
て
課
税

免
除
土
地
等
で
あ
っ
た
も
の

の
う
ち
、
土
地
又
は
家
屋
の

使
用
状
況
、
土
地
又
は
家
屋

が
所
在
す
る
区
域
及
び
そ
の

周
辺
に
お
け
る
社
会
資
本
の

復
旧
状
況
、
市
に
よ
る
役
務

の
提
供
状
況
等
を
総
合
的
に

勘
案
し
、
平
成
27
年
度
分
の

固
定
資
産
税
額
の
１
／
２
を

減
免
し
て
課
す
る
こ
と
が
適

当
と
認
め
る
も
の
。

【
施
行
日
】　

公
布
の
日
。

○
工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

鹿
島
体
育
館
整
備
事
業
建
築
主

体
工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
鹿
島
区
横
手
字
川
原

地
内

・
契
約
の
金
額
６
億
６
千
420
万
円

・
契
約
の
方
法

　

指
名
競
争
入
札

・
工　

期

　

平
成
28
年
３
月
20
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

　

庄
司
建
設
工
業
株
式
会
社

（
原
町
区
）

【
主
な
内
容
】

萱
浜
地
区
災
害
公
営
住
宅
建
設

工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
原
町
区
萱
浜
字
巣
掛

場
地
内

・
契
約
の
金
額
７
億
９
千
877
万
円

・
契
約
の
方
法

　

随
意
契
約

・
工　

期

　

平
成
28
年
２
月
28
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

　

東
北
建
設
・
積
水
ハ
ウ
ス

復
旧
・
復
興
建
設
工
事
協
同
企

業
体
（
原
町
区
）

【
主
な
内
容
】

小
高
区
東
町
災
害
公
営
住
宅
建

設
工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
小
高
区
東
町
二
丁
目

地
内

・
契
約
の
金
額
４
億
３
千
362
万
円

・
契
約
の
方
法

　

随
意
契
約

・
工　

期

　

平
成
28
年
２
月
28
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

中
里
・
東
北
ミ
サ
ワ

復
旧
・
復
興
建
設
工
事
協
同
企

業
体
（
小
高
区
）

○
財
産
の
取
得
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

・
取
得
の
目
的

平
成
26
年
度
被
災
地
域
農
業
復

興
総
合
支
援
事
業
農
業
用
機
械

購
入
そ
の
３

・
取
得
す
る
動
産
及
び
数
量

ト
ラ
ク
タ
ー
、
田
植
え
機　

外

・
取
得
金
額　

２
億
７
千
972
万
円

・
取
得
の
方
法

　

指
名
競
争
入
札
に
よ
る
買
入
れ

・
取
得
の
相
手
方

株
式
会
社
マ
ッ
ク
ス
サ
ー
ビ
ス

そ
う
ま
（
原
町
区
）

第
１
回
臨
時
会

２
月
臨
時
会
・
３
月
補
正
予
算
の
概
要

条
例
関
係

３月補正予算（追加）の概要（主な事業）
一般会計補正予算（追加）の概要
⑴補正予算の規模　補正額 2億 5,024 万円を追加し、補正後の一般会計歳入歳出
　　　　　　　　総額が 1,267 億 7,171 万円となった。
⑵主な補正内容

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に伴う対応
○・プレミアム商品券発行事業
（市内での消費を喚起するため、プレミアム商品券を発行する実行委員
会に対して負担金を支出）　　　　　　　　　　　　 1億2,100万円

○・市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業
（国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に基づき、地方版総合戦略を策定）

869万円
○・みなみそうま復興大学事業
（多くの大学の学生が市内に入って、市内での現地調査・研究を行うことが
できるための環境整備及び活動支援の実施）　　　　　　　　1,537万円

○・ようこそ赤ちゃん誕生祝い品支給事業
（子どもの誕生を祝い、経済的支援を行うため、子どもの保護者に祝い品を支給）

835万円
○・子育て世帯及び若年夫婦世帯定住促進事業奨励金
（子育て世帯及び若年夫婦世帯の市内での定住促進のため、民間賃貸住宅へ
入居する場合及び住宅を取得する場合に奨励金を支給）　　　9,720万円

○は新規事業 ○は拡充事業新 拡

新

新

新

拡

新

予
算
関
係


